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Ⅰ .はじめに

日本は 1980 年代から対中直接投資を行ってお
り，中国の経済発展に大きな役割を果たした。日
本の対中直接投資の特徴の一つは，労働集約型の
製造業への投資が圧倒的に多く，製造業が 7 割以
上も占めることであり，この比率は日本の欧米諸
国への投資に比べて遥かに高い（1）。対中直接投
資の初期段階に，日本は中国の外資優遇政策や安

い人件費，原材料などを目指して投資し，中国で
物を作って，それを日本に輸出するのが基本的な
経営方式であった。中国が WTO へ加盟後，世
界中の多くの多国籍企業は中国市場志向の投資を
行っており，現地化を一つの重要な手段として中
国市場の開拓に力を入れた（2）。しかし，日本は
中国市場の重要性を十分に認識せず，投資戦略の
調整や現地化で遅れていた。2007 年ごろから，
世界金融危機の勃発により世界経済が低迷になっ
ているなか，中国は経済発展モデルの転換によっ
て持続的な経済発展を続けていた（3）。韓国系企
業を含めて多くの外資系企業は対中投資のレベル
をアップし，現地化に更に力を入れた。この時期
から，戦略転換の遅い日系企業は中国で競争力を
失い，「負け組み」の危機に追われた。
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要 約

日本の対中直接投資は，中国の改革開放の初期段階から行われており，1990 年代に中国で日系企業の存在感は他の
アジア系企業より遥かに強かった。しかし，2001 年に中国が WTO への加盟後，特に 2007 年の世界金融危機勃発以来，
日系企業は中国で「負け組み」になりつつあると指摘されている。その原因について，中日両国の学会や企業界でよ
く議論されている。多くの先行研究を考察し，また在中外資系企業への調査を通じて分析して見ると，現地化の欠如
が日系企業が中国で競争力を失いつつある 1 つの重要な原因であることが分かった。様々な現地化のなかで人材現地
化が最も重要である。本稿では中国における日系企業，特に日系独資企業の人材現地化ついて分析する。

企業で人材現地化戦略を策定する際に，その影響要素について考えなければならない。本稿では，人材現地化に関
する理論や先行研究を考察した上で，人材現地化への影響要素のなかから「中国市場の重要性」，「企業属性」，「人的
資源管理資源システム」など 3 つの要素に焦点をあてる。在中日系企業へのアンケート調査と具体的な事例分析を用
いながら，上述の要素と人材現地化との関連性を分析し，これを中心に在中日系企業の人材現地化の特徴を明らかに
する。

本稿は，主に 3 つの部分に分けられる。第一部分では，現地化の欠如に伴う日系企業の競争力低下，第二部分では，
在中日系企業の人材現地化の特徴，第三部分では在中日系企業の人材現地化への提言である。
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を通じて，現地化の欠如が日系企業が中国で負け
ている重要な原因の一つであることが明らかにな
った。現地化には様々な面が含まれるが，人材現
地化が最も重要な部分である。本稿における人材
現地化とは，外資系企業が現地での経営をスムー
ズにいくために，現地人のニーズに答えながら現
地人を充分活用することを目的とするプロセスで
あり，その主な内容には現地人の経営管理者への
起用とそれに伴う人的資源管理システムがある。
本稿では，日系企業の人材現地化に焦点をあてて，
その特徴を分析した上で，日系企業の人材現地化
に提言を行いたい。

日系企業の中国での事業が順調に進めば，中日
両国に大きなメリットをもたらす。つまり，日系
企業は中国で経済利益を獲得し，日系企業の存在
により中国は多くの国民の就職問題を解決でき
る。また日系企業の現地化により，中日両国の経
済は更に融合し，これはアジアの経済発展や世界
経済発展の実現に役に立つと考える。

Ⅱ．人材現地化の欠如による日系企業の
競争力低下　　　　　　　　　

日本は対中直接投資の投資額と投資件数におい
て，在中外資系企業のなかで 3 ～ 4 位を占めてい
る（4）。ここでは，日本の対中直接投資の 3 つの
段階と人材現地化の欠如による日系企業の競争力
低下について分析する。

1．日本の対中直接投資の 3つの段階

日本からの対中直接投資は，主に 3 つの段階に
分けられる。各段階の特徴は以下の通りである。

1）「中国製造」の段階
この段階は，1980 年代から中国が WTO へ加

盟（2001 年）以前までの時期である。日本の本
格的な対中直接投資は，プラザ合意以降（1980
年代後半）から始まっており，その後，投資額や
投資件数で飛躍的に増加した。例えば，1991 年
に日本の対外投資総額のなかで中国は僅か 1％し
か占めなかったが，1995 年には 9％にまで増加

した。中国の廉価な労働力や資源を目指した労働
集約型産業への投資が多く，製造業が 7 割以上占
めており（5），大連，珠江デルタ地域，及び長江
デルタ地域が日系企業の主な投資地域となった。

「中国で作って持ち帰る」のが日系企業の主な経
営方式で，この時期中国市場の重要性はあまり強
調されていなかった。

2）「中国製造」から「中国販売」への転換期
中国の WTO への加盟から，世界金融危機の

勃発までである。2001 年に中国が WTO に加盟
した後，中国市場は更に開放，拡大し，中国市場
の将来性を狙って，世界中の多国籍企業 500 社の
うち 470 社以上が対中投資を行った（6）。日本か
らの投資は依然として製造業がメインで，「中国
販売」を重視し始めたが，中国市場への位置づけ
はまだ低く，現地化への積極性も足りなかった。
環渤海地域にまで投資が拡大し，日系企業の約 9
割が沿岸地域に集中していた。この時期，中国国
内の人件費はまだ低く，日系企業は中国での販売
を拡大しなくても利潤を確保できた。しかし，「中
国販売」の戦略や施策の面では既に欧米系企業や
韓国系企業に遅れ始めていた。

3）「中国販売」の段階
この段階は，2007 年の世界金融危機勃発以降

である。2007 － 2009 年の金融危機の影響により
世界経済が低迷になっているなか，中国経済は依
然として持続的な高成長を続けており，2010 年
に中国は日本を越えて世界第二の経済大国となり

（7），世界中の多く研究機関やマスコミは，約 10
後中国が世界第一の経済規模に達すると予測して
いる（8）。2007 年ごろから始まった中国の外資優
遇政策の廃止や外資受け入れ基準の向上などの変
化に応じて，日系企業は技術や生産体制の改善に
力を入れているものの，現地化能力は低く，中国
市場獲得の競争で欧米系，韓国系及び地場企業に
負けている。例えば，2011 年に日系中小企業だ
けでなく，シャープ，ソニー，パナソニックなど
従来から競争力のある企業も巨額の赤字になった
が（9），これに対して韓国系企業の在中市場占有
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率は高くなり，そのなかで多くの企業は黒字であ
った。

2. 人材現地化の欠如による日系企業の競争力低下

2007 年ごろから中国国内の投資環境は急速に
変化し始めた。外資優遇政策の廃止，加工貿易禁
止品目の増加，人件費の高騰，新労働契約法の実
施及び人民元切り上げなどの変化が起きており，
中国政府は産業構造を調整し，高レベルの経済発
展モデルへと転換しようとしている（10）。このよ
うな変化は，労働集約型の製造業に集中している
日系企業には非常に不利である。特に，人件費の
高騰は，安い人件費を目指して中国に投資した日
系企業に大きな打撃を与えている。2012 年現在，
中国の人件費はベトナムより 15 ～ 30％，インド
ネシアより 40％高く，バングラデシュの 5 倍に
まで達している（11）。明らかなこと，日系企業の
従来の経営方式は既に中国の投資環境に合わなく
なっている。日系企業のなかには，中国から撤退
して人件費のより安い東南アジアの国に工場を移
す傾向もあるが，大部分の企業は中国市場を放棄
しようとしない（12）。

金融危機後，日系企業の対中投資は更に増加し，
投資戦略にも変化が見られる。企業の数から見る
と，2009 年 3 月末，在中日系企業数は在アジア（日
本以外）日系企業数の 29.1％を占めたが，2010
年 3 月末には 30％にまで増加した（13）。2011 年 3
月の東日本大震災後，日本からの対中投資は，投
資額で 49.7％増加し（14），2012 年中日領土紛争の
なかでも，日本からの対中投資額は66.1億ドル（中
国商務部，1 － 11 月の統計）で，前年比 11.3％
増加した（15）。投資件数や投資額の増加だけでは
なく，日系企業の対中投資は，その戦略にも変化
が見られる。これらの変化には，1）投資地域が
沿岸地域から内陸部にまで拡大していること；2）
投資産業が製造業中心から金融，保険及び様々な
サービス分野へ拡大していること；3）大型投資
と中国市場向けの投資が増加していること，など
があげられる。（16）

日系企業が中国で生き残るために戦略調整を行

ったにも関わらず，競争力は弱くなりつつあり，
赤字になって倒産に直面している企業が少なくな
い。優れた技術を持ち，早い段階に中国に入って
きた日系企業はなぜ競争力を失っているのか？先
行研究への考察と実際の調査を踏まえて，総合的
に分析した結果，現地化，特に人材現地化の欠如
が一つの重要なポイントになっていることが分か
った。在アジア日系企業の人材現地化比率の比較
で，中国大陸での人材現地化比率は韓国や台湾に
比べてずいぶん低くなっている（17）。現地化レベ
ルが低いのが原因で，日系企業では経営管理コス
トが高く，市場開拓に優秀な中国人従業員の能力
を十分活用してもらうことができない。現地化の
遅れは，日系企業の中国市場での販売戦略にも大
きなマイナス影響を与えている。

日系企業の現地化には主に以下のような問題点
が存在する。①研究開発の現地化が遅れている。
在中子会社の製品は主に日本の親会社で開発し，
そのような製品が中国人消費者のニーズに合わな
いケースが多い。在中日系携帯産業企業の全滅が
一つの典型的な例である。中国子会社に研究開発
部門を設置している企業でも，メンバーはほとん
ど日本人で，中国市場のニーズを把握しにくい。
近年，大手日本企業の一部は積極的に中国に研究
開発センターを設置する動きも出ている。②原材
料・部品の購買の現地化が遅れており，日本から
輸入している企業が多く，それにより経営コスト
も高くなる。③販売の現地化が遅れているために，
中国市場を十分開拓できていない。日系企業同士
の取引が多く，中国企業や中国販売店との直接取
引はまだ少ない。④日本人経営管理者が多く，日
本人が中国人従業員を管理する際に様々なマイナ
ス面が生じる。言語や価値観の違いだけでなく，
中国人従業員に対する有効な管理方法も分からな
い。中国人従業員を管理するのに最も適切なのは
中国人経営管理者である。このような現地化の欠
如により，日系企業の経営コストが高くなり，中
国人従業員はやる気を失い，企業は中国市場での
販売を拡大しにくくなっている。

経営資源のなかで人的資源が最も重要な要素で，
人なしに企業は発展・成長できない。現地化は経
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営資源の全ての面を含めているが，人材現地化が
その中核であると考えられる。

Ⅲ．日系企業の人材現地化の特徴

ここでは，まず，人材現地化に関する理論や先
行研究を考察した上で，中国市場の特徴や日系企
業の状況への分析を加えて，フレームワークを構
築した。次は，実際の企業調査を行い，日系企業
65 社へのアンケート調査とその内の 4 社に対す
るより具体的な事例分析を行う。最後は，これら
の先行研究への考察と企業調査を踏まえて，人材
現地化への影響要素を中心に日系企業の人材現地
化の特徴を分析する。

1．人材現地化の関連理論，及び先行研究の考察

人材現地化の関連理論や先行研究に対して，主
に組織の環境適応の視点，国際人的資源管理の視
点，動機付けの視点など 3 つの面から考察する。
1）組織の環境適応に関する理論。コンティンジ
ェンシー理論は Lawrence ＆ Lorsch（1967）に
よって提出された理論である。その主な内容は「環
境→組織構造・プロセス→有効性・成果」であり，
組織内部の構造やプロセスが外部の条件に適合す
れば，その組織は環境に効果的に適応でき，成果
を出せる，ということである。更に，Porter（2001） 

（14）と Barney（2001）はこの理論に経営戦略を
加えている。前者は企業の持続的競争優位の源泉
が外部環境にあると主張している。これに対して，
後者はそれが企業の内部資源にあると主張してい
る。2）国際人的資源管理論。白木（1995）（16）は，
多国籍企業が競争力を維持するためには，企業が
世界市場の動向に適応すること，国際人的資源管
理を重視することが極めて重要である強調した。
白木（1995）は，多国籍企業内部の人材を，本国
籍人材（世界本社の所在する国の人材），現地国
籍人材（子会社の所在する国の人材），第三国籍
人材（本国籍人材でも現地国籍人材でもない）な
ど 3 種類に分類し，国際人的資源管理とは，多国
籍企業がその固有の価値，理念，方針，戦略の基

に，様々な特徴を有する複数の国籍・文化的背景
などから成る従業員を雇用しながら，その能力を
十分に活かすべく採用される人的資源管理システ
ムであると述べており，特に本社の中心的な役割
を強調している。3）A．H．マズロー（1971）
の「欲求階層説」。マズロー（1971）は人間の基
本的な欲求を低次元から高次元まで，生理的欲求，
安全への欲求，社会的欲求，尊敬への欲求，自己
実現の欲求など 5 つの段階に分類した。欲求には
優先度があり低次の欲求が充足されると，より高
次の欲求へと段階的に移行するという。このよう
に，段階的移行が欲求の最高段階とされる自己実
現の欲求にまで続くが，自己実現欲求も一度充足
したとしてもより強く充足させようとする。この
理論から見ると，企業が従業員に対する動機付け
は一つの大きな課題であることが分かる。従業員
に十分な満足を与えるような制度，システムを構
築することに成功すれば，彼らの企業への忠誠度
が高まり，企業も更に成長，発展することができ
る。

人材現地化に関して理論的考察を行い，また中
国投資環境や日系企業の状況を合わせて総合的に
分析した上で，日系企業の人材現地化への影響要
素を「中国市場の重要性」，「企業属性」，「人的資
源管理システム」など 3 つに分類する。更にこの
3 つの要素をより細かい要素に分類する。「中国
市場の重要性」を「中国市場での販売比率」，「原
材料・部品の現地調達比率」，「中国投資環境変化
への適応」，「撤退計画」に；「企業属性」を「産業」，

「企業規模」，「進出年数」に；「人的資源管理シス
テム」を「現地人の企業文化への理解程度」，「人
的資源管理の透明度」，「賃金に占める業績給の割
合」，「人材育成」などに細分化した。

このようなフレームワークを構成した上で，
2012 年 7 － 8 月に筆者は在中日系独資企業 65 社
に対して実際の調査を行った。調査は，事前に電
話で企業側の人（筆者の多くの先輩や後輩，学生
が日系企業で働いている）と連絡し，協力してく
れる企業にメールでアンケート質問表を送った。
企業側の人が筆者の学生の場合は，学生を通じて
企業の経営管理者を探し，書いてもらった。65
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社の中の代表的な企業 4 社に対しては，アンケー
ト質問表を書いてもらうだけではなく，実際企業
の責任者に会ってインタビューを行い，企業の内
部資料ももらった。この 4 社については，より具
体的な事例研究を行った。つまり，65 社に対す
るアンケート調査とその中の 4 社に対する具体的
な事例分析を結合する方法で調査，分析した。調
査に協力してくれた企業側の約 7 割は経営管理者
である。

この 4 社（A 社，B 社，C 社，D 社）の概況は
以下のようである。A 社は 1994 年から対中投資
を行い，製造業（生活雑貨を製造，販売）に属す
る。資本金は 75 億円で，従業員数は 1080 人で
ある。B 社は 1998 年に設立された貿易会社で，
従業員数は 150 人であり，資本金は 3100 万円で
ある。C 社と D 社は，2000 年以降中国に進出し
た企業である。C社は2006年に設立されており，
オフィス用テーブルを生産する企業である。従業
員数は 100 人で，資本金は約 9 億円である。D
社は電子製品の販売会社で，2002 年に設立され
た。資本金は 5.5 億円で，従業員数は 84 人である。
このように，上述の 4 社は，設立年数，産業，規
模など様々な要素を考えながら選んだ企業である。

独資企業を選んだ理由は，現在日系企業の対中
投資で独資が主流で，また，独資企業は合弁企業
とは違って中国側のパートナーがなく，全てを独
資企業で解決しなければならず，人材現地化が重
要な課題の 1 つになっているからである。合弁企

業の場合は，一般的に中国側からも多くの経営管
理者が派遣され，人材現地化があまり問題化され
てない。

2．日系企業の人材現地化とその影響要素

在中外資系企業で，一般的に課長以下の管理職の
現地化レベルは既に高い水準に達しており，部長
と副社長，社長の現地化で差が見られる。筆者は
2007年にも在中日系企業17社（独資16社，合弁1
社）について，調査したことがあるが，今回の調
査と比較して見たら，この5～6年の間，経営陣
の現地化が進んでいることが分かった。副社長は
2007年の25％から2012年の40％に，社長は2007
年の6％から2012年の23％に，現地化の進展が速
い。日系企業の人材現地化は進んでいるものの，
まだ米国系企業に比べたら遥かに遅れており，米
国系企業では経営管理者のほとんどが中国人で，
10年前に既に社長の現地化比率が7割近くまで達
していた（17）。部長の現地化を見ると，2007年は
53％，2012年は54％であまり変化がない。最も
進んでいるのは人事で，75％であり，財務（68.3
％）と購買（61.0％）も高い水準に達している。
50％に達していないのは，企画調査（42.9％）と
研究開発（27.0％）であり，今回の調査対象の日
系企業において，特に研究開発では，日本の親会
社依存の企業が多く，子会社に研究開発部門があ
っても中国人従業員は管理職に起用されにくい
（図1）。

図 1　日系企業の人材現地化比率
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出所：アンケート調査により筆者作成。調査期間：2012 年 7 ～ 8 月；
　　　調査対象：在中日系独資企業 65 社。
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上述の分析に続いて，どのような要素が日系企
業の人材現地化に影響を与えているかを明らかに
する。前述したように，これらの影響要素を「中
国市場の重要性」，「企業属性」，「人的資源管理シ
ステム」など 3 つに分類し，またこれらの要素を
それぞれ細分化して，各要素と人材現地化比率の
関連性を分析する。人材現地化比率とは，経営管
理者に占める中国人の割合を指す。例えば，日系
企業の販売部長の現地化比率は，今回調査した
65 社の中（3 社がこの問題に回答してない）で
32 社の販売部長が中国人であるから，32/62 ×
100％＝ 51.6％になる。他の部門やクラスの人材
現地化比率もこの方法で計算した。

1）中国市場の重要性
①中国市場での販売比率と人材現地化比率
金融危機後，中国市場を目指して対中投資を行

っている日系企業が増えている。日系企業が中国
市場を開拓するために人材現地化を行うケース
が，多くの先行研究であげられている。従って，
調査した企業に対して，中国市場での販売比率
50％以上とそれ以下の二種類に分けて，販売比率
によって人材現地化比率にどのような差が存在す
るかを分析する。この問題に答えたのは 54 社で，
販売比率 50％以上の企業が 22 社で，50％以下が
32 社である。図 2 のように，中国市場での販売
比率の高い企業の人材現地化比率も比較的に高く
示されている。特に，販売部門での差が大きく，
販売比率 50％以上の企業では 77.3％の部長が中
国人であるのに対して，販売比率 50％以下では，
部長の現地化比率が 48.3％で，両者の間には 29
％の差が存在する。

②原材料・部品の現地調達比率と人材現地化比
率

図 2　中国市場での販売比率と人材現地化比率
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出所：図 1 と同じ。

図 3　原材料・部品の現地調達比率と人材現地化比率
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販売と同様，原材料・部品の現地調達も現地市
場と深く関わる要素で，現地調達比率 50％以上
とそれ以下に分けて，現地調達比率によって人材
現地化比率にどのような違いが出るかを考察す
る。図 3 のように，57 社から回答を得た。現地
調達比率 50％以上が 27 社で，それ以下が 30 社
である。現地調達比率 50％以上の企業がそれ以
下より人材現地化が進んでおり，社長と部長クラ
スでこのような傾向が明らかである。全体的にみ
て，原材料・部品の現地調達比率の高い企業の人
材現地化が進んでいると言える。

③中国投資環境変化への適応と人材現地化比率
世界金融危機の勃発とほぼ同じ時期に，中国の

投資環境も大きく変化し始めた。中国は改革開放
以来続けてきた経済発展モデルから，更なる成長
のできる新しいモデルへと転換し始めた。これま
での外資政策も大きく変化し，従来の日系企業の

投資方式は中国投資環境の変化に適応しにくくな
った。中国投資環境の変化に適応するために，日
系企業は技術力のアップ，投資地域の拡大，非製
造業への投資拡大，中国市場向けの大型投資の増
加など戦略調整を行った。しかし，人材現地化の
面ではまだ明確な戦略を策定している企業が少な
く，図 4 で示されるように，投資戦略を調整した
企業も従来の投資方式を維持する企業も，人材現
地化比率ではあまり差が見られない。副社長の現
地化で前者の方が後者より進んでいるが，他のク
ラスではほぼ同じレベルである。つまり，日系企
業では投資戦略の調整と人材現地化戦略の策定が
うまく連動されておらず，人材現地化の戦略に欠
けていると推測できる。

④中国からの撤退計画と人材現地化比率
中国の投資環境の変化に伴って，変化に適応す

るために戦略調整を行い，引き続けて中国での成

図 4　中国投資環境変化への適応と人材現地化比率
（Aこれまでの技術や投資分野を維持　B技術を高め，投資分野を調整）
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出所：図 1 と同じ。

図 5　撤退計画と人材現地化比率
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長を求める企業が多く存在する一方，投資環境の
変化に適応できない一部の企業は撤退の計画を持
っている。中国から撤退してインドやベトナムな
ど人件費のより低い国へ移動しようとする。撤退
の計画を持っている企業は，人材現地化にも力を
入れないのであろうか？このような疑問をもって
両者の人材現地化比率について比較して見た。65
社のうち，64 社から回答を得た。撤退計画をも
っている企業は 15 社で，全体の 23.4％を占めて
おり，比較的に大きな割合を占めている。図 5 で
示されるように，撤退計画を持っていない企業は，
前者より人材現地化が進んでいることが分かる。
社長，副社長，財務，販売及び研究開発など多く
のクラスで，撤退計画を持っていない企業の方が
人材現地化も進んでいる。特に，研究開発部長の
現地化で両者には大きな差が見られ，中国で長期
経営を行い，中国市場を目指す企業にとって，研
究開発部長の現地化は非常に重要であると考える。

2）企業属性
①産業と人材現地化比率
65 社のうち，製造業は 44 社で，非製造業は

21 社である。図 6 から見ると，全てのクラスで
非製造業が製造業より人材現地化が進んでいるこ
とが明らかになっている。特に，社長，財務，企
画調査など企業で重要な部門の人材現地化で非製
造業の方がより進んでいる。なぜ非製造業の人材
現地化がより進んでいるだろうか？一般的に，製
造業は生産と販売を別々の国で分けて行うことが

できるが，非製造業は製造過程が消費者に商品を
売る過程でもあり，製造と販売を分離しにくいと
いう特徴がある。つまり，非製造業は現地市場や
現地人材への依存度が高く，それによって人材現
地化も製造業より進んでいると考える。

②企業規模と人材現地化比率
企業規模には，様々な要素が含まれるが，本研

究では人材現地化について分析するがゆえに，人
と最も関係深い要素である従業員規模を取り上
げ，従業員規模の違いによって人材現地化比率に
どのような差異が存在するかを探る。

図 7 から見ると，企業規模別に人材現地化比率
に大きな差が存在していることが分かる。従業員
数 1000 人未満の企業では，財務，販売，購買，
研究開発などで 1000 人以上の企業より人材現地
化比率が高く，特に財務と購買では約 40％の差
が存在する。副社長の現地化で後者の方がより進
んでいるが，他の面では遅れている。

大規模の企業は，一般的に高い技術力と強い経
済力を持っており，管理方式も優れており，現地
市場に適応する反面，自社の企業文化で現地に影
響を与え，現地社会の価値観や文化を変えようと
している。しかし，小規模の企業の多くは自社を
現地社会に適応させることで持続的な経営の道を
探す。このような原因で，小規模の企業の人材現
地化がより進んでいると考えられる。

③進出年数と人材現地化比率
進出年数の長さは，人材現地化比率に影響を与

える重要な要素の一つであると考える。一般的に，

図 6　産業別に見られる人材現地化比率の差異
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進出年数の長い企業が比較的に人材現地化も進ん
でいると考えやすい。その主な理由として，1 つ
は，進出年数の短い企業は親会社から経営資源を
移転された時間が短く，これらの経営資源に熟知
する親会社の人でなければ経営管理ができないこ
と；もう 1 つは，現地従業員が日系企業の経営シ
ステムに慣れ，経営管理者になるまでは時間がか
かること，などがあげられる。しかし，在中日系
企業の実際の状況はこの推測とは異なっている。
図 8 で示されているように，進出年数 10 年以上
の企業が 10 年未満の企業より人材現地化が遅れ
ていることが分かる。これはなぜだろうか？進出
年数 10 年以上の企業は，人材現地化があまり重
視されていない時代，つまり 80 ～ 90 年代に中国
に投資し，技術力が低く，生産体制も古いので，
近年中国の新しい経済発展モデルや外資政策に適
応するには限界がある。従って，そのなかには，

撤退準備をしている企業も少なくなく，これらの
企業は人材現地化にも力を入れないのである。こ
れに対し，進出年数 10 年未満の企業は生産体制
が新しいので中国の投資環境の変化に適応しやす
く，また中国市場が重視される時代に投資してい
るがゆえに，投資の初期段階から人材現地化にも
力を入れている。

3）人的資源管理システム
①現地人従業員の企業文化への理解程度と人材

現地化比率
企業文化にはハードの面とソフトの面があり，

ハードの面には技術，生産体制，企業内の様々な
制度などが含まれるが，ソフトの面には経営理念
や企業精神などが含まれる。日系企業の文化は，
日本の社会文化の影響を強く受けており，中国人
従業員は日系企業の文化を理解しにくいところも

図 7　企業規模別に見られる人材現地化比率の差異
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出所：図 1 と同じ。

図 8　進出年数の長さと人材現地化比率
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あると思われる。特に，日系企業の経営管理者は
平社員より深く企業文化を理解することが求めら
れる。従って，人材現地化は容易なことではなく，
長期間現地人材を育成しなければならない。表 1
のように，人材育成に企業文化教育を取り入れて
いる企業が多く，企業文化への理解程度を従業員
募集や昇進の重要な基準の1つにしている。特に，
子会社の従業員を日本の親会社に派遣して育成す
る方法は，近年日系企業で重視されており，この
ことによってグローバル人材を育成し，経営者の
現地化を進めている。65 社を見たら，企業文化
の教育を重視している企業の方が，人材現地化も
進んでいる。人材が育たないと，人材現地化は不
可能であると考えられる。

②人的資源管理の透明度と人材現地化比率
日系企業の人的資源管理の透明度が低いと，多

くの研究で指摘されている。日系企業では，明確
な業務内容や責任範囲がなく，協力しながら柔軟
に業務を進めることが重視されており，暗黙のル
ールも多い。つまり，日系企業の経営管理は人に

頼る部分が多いと考える。中国に子会社を設立し
てから，日系企業はこのような経営方式をほぼそ
のまま中国子会社に適用させている。文化や価値
観の違いによって，中国人従業員にとって，日系
企業の柔軟性や暗黙のルールなどを理解するのは
極めて難しい。今回の調査で，約 4 割の企業では，
人的資源管理システムを改善し，透明度を高めて
いた。他の 6 割の企業のなかにも人的資源管理シ
ステムを改善したと答える企業が多いが，実はあ
まり変わっていないと思う。人的資源管理の透明
度には計りにくい部分もあるが，アンケート調査
からみると，比較的に透明度の高い企業の人材現
地化比率が高くなっている。

③給料に占める業績給の割合と人材現地化比率
改革開放以来，中国では個人主義の価値観が主

流であり，成果主義を好む中国人が多いと言われ
ている。特に，20 ～ 30 代の若者たちの価値観は
アメリカ人に近いと思われる。それゆえに，多く
の中国企業では成果主義による人的資源管理シス
テムを導入しており，ハイアール，レノボ，ファ

表 1　企業文化への理解程度と人材の採用，及び現地化との関連性

はい どちらとも
言えない いいえ

中国籍従業員を募集の際，日本企業文化への理解程度を重要な募
集条件の１つにする 54.5% 12.1% 33.3%

日本企業文化をよく理解している中国人が管理職への昇進が比較
的に早い 55.6% 22.2% 22.2%

企業は常に従業員に対して企業文化教育を行っている 67.7% 9.2% 23.0%

出所：図 1 と同じ。

図 9　給料に占める業績給の割合と人材現地化比率
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ウェイなど「勝ち組」の中国企業では，業績によ
って，従業員を表彰，淘汰させる極端な成果主義
を導入している（18）。日系企業のなかにも賃金
システムに成果主義を導入する現象が多い。日系
企業で，業績給の割合は一般的に 10 ～ 30％であ
り，20％を基準にしてそれ以上と以下に分けて，
業績給の導入と人材現地化比率の間の関係につい
て分析した。業績給 20％以上導入した企業が 32
社で，20％未満が 26 社である。図 9 で示される
ように，業績給 20％以上導入している企業は社
長，財務，購買，研究開発，企画調査などで比較
的に人材現地化が進んでいる。業績給の導入が
20％未満の企業は副社長と人事の現地化がより進
んでいる。全体的に，前者の現地化がより進んで
いるが，両者の間には明確な差が見られない。業
績給 20％以上導入している企業のなかにも，人
材の採用や確保に苦労し，人材現地化が進まない
ケースが少なくない。その原因は，一部の企業で
は業績給を取り入れているが，評価システムが不
明確で，中国人従業員が企業に不満を感じるから
だと思う。明確な評価基準なしに，日本人上司の
判断で部下の業績給を決めると，それに不満を抱
える従業員が出てくる。中国人従業員は個人主義
思想が強く，同僚と賃金を比べるのが好きで，差
ができたら会社に明確な説明を求める。日系企業
は，評価システムが曖昧であり，一般的に従業員
が納得できるような説明ができず，このことによ
って一部の優秀な従業員が離職する。

④人材育成と人材現地化比率
人材現地化は，ただ現地人を経営管理者に起用

すれば終わるものではなく，人材育成と同時に進
めなければならない。ここでは日系企業における

人材育成が人材現地化比率にどのような影響を与
えているかを分析する。日系企業の人材育成は，
主に OJT（企業内での人材育成）による。21 世
紀に入ってから，日本の親会社で中国人従業員を
募集，育成して在中子会社に派遣する方法も増え
ている。この 2 種類の人材育成法によって，経営
管理者を選抜する企業が多い。特に，日本の親会
社で育成された中国人従業員が帰国したら，高級
管理職や経営者に起用されるケースが多い。これ
らの人材は，中日両国の文化や経営システムに熟
知し，国際経営人材とも言える。このような国際
経営人材育成法を取り入れている企業では，経営
管理者，特に経営者の現地化比率が比較的に高く
なっている（表 2）。

3．日系企業の人材現地化の特徴

日系企業の人材現地化比率とその影響要素につ
いて分析を行った。アンケート調査では，人材現
地化への影響要素と人材現地化比率の間の関係は
見られるものの，これらの要素の実際の状況と各
要素の間の関係などは分析しにくい。従って，調
査した 65 社のなかで，普遍性のある企業 4 社を
選んで，更に具体的な事例研究を行った。ここで
は，アンケート調査結果と事例研究を合わせて，
既に分析した人材現地化比率とその影響要素の間
の関係を中心に，日系企業の人材現地化の特徴を
まとめる。

1）長期的な人材現地化戦略の欠乏
中国が WTO へ加盟した後，日系企業も戦略

調整やイノベーションを行ったが，他の外資系企
業に比べて調整のスピードが遅く，変革の力も足

表２ 課長、部長クラスの選抜方法

当該会社のなかで若くて優秀な中国籍従業員を育成し，課長，部
長クラスに選抜する 62.5%

高い賃金で，他社から優秀な人材をスカウトする 16.7%

日本の親会社で中国籍従業員を募集，育成して在中子会社に派遣
する 20.8%

企業の合併を通じて人材を獲得する 0%

出所：図１と同じ。
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りない。特に，金融危機後，中国経営環境の大き
な変化に応じて，日系企業の戦略調整は力不足で
あり，それによって日系企業は「負け組み」にな
っている。経済発展モデルの転換と同時に，中国
政府は「国家中長期人材発展計画綱要（2010 －
2020）」を公布し，人材強国を目指している（19）。
これから，中国で高レベル人材への獲得競争が更
に激しくなると予測できるが，人材競争で負ける
企業は経営全体にもマイナス影響が生じる。しか
しながら，現在長期的な人材現地化戦略をもって
いる日系企業はまだ少ない。

2）明確な人材現地化戦略の欠乏
「中国市場の重要性」，「企業属性」，「人的資源

管理システム」など人材現地化への影響要素と人
材現地化比率の間の関係について既に分析した
が，多くの日系企業では明確な人材現地化戦略を
もっていないことが分かる。「企業属性」では，
企業の性質によって，人材現地化比率で明確な差
が見られるが，「中国市場の重要性」と「人的資
源管理システム」の分析では，違うタイプの企業
の人材現地化比率に明確な差が存在しない。例え
ば，中国市場志向の企業も，輸出型の企業も人材
現地化比率はほぼ同じである。ただ人的コストを
節約するために人材現地化を行う企業は多いが，
現地市場での販売拡大のために人材現地化を進め
る企業はまだ少ない。

3）経営者の現地化への促進
日系企業の対中投資戦略の転換や人材現地化戦

略の策定は確かに遅れている。実際，日系企業の
経営者たちもこの問題に気づいている。一部の企
業は，中国で「負け組み」になっている現実を変
えようとして，様々な施策を行っているが，経営
者の現地化がその 1 つである。筆者の調査による
と，2007 年に日系独資企業の社長の現地化比率
は 6％であったが，2012 年には 23％と，迅速に
伸びている。社長は社内で最も重要なポストで，
社長の現地化は危険性があり，慎重に考えなけれ
ばならない。筆者が調査した企業のなかで，社長
の現地化で失敗したケースもある。中国人社長が
不正を行った例や中国人社長と親会社の間でトラ

ブルが多発する現象も少なくない。

4）現地化のバランスの不均衡
現地化には様々な面が含まれており，人材現地

化以外にも生産体制や企業文化などの現地化があ
る。人材現地化のみ進めると，企業はうまく機能
しにくくなり，各要素の現地化のバランスが重要
である。例えば，優秀な中国人を管理職として起
用したとしても，人事考課，処遇及び企業文化な
どは日本の親会社の方式をそのまま適用したら，
会社を辞める管理職が増えると考えられる。また
人事考課システムは業務の内容や責任などによっ
て構築しなければならない。現地化は関連する要
素全体に関わるものであり，ある面だけを進める
とマイナス効果が生じる可能性がある。人材現地
化と他の面の現地化のバランスを重視する日系企
業はまた少ない。

5）権限委譲の不徹底
近年日系企業の人材現地化比率は向上している

が，それに相応しい権限委譲はまだ不充分である。
2012 年度のアンケート調査から見ると，社長は
23％，副社長は 40％，部長は 54％，課長は 90％
と，人材現地化比率でまだ米国系企業よりは低い。
しかし，他のアジア系企業に比べると低くはない。
注目すべき点は，日系企業の現地人経営管理者は，
ポストに相当する権力を持っていないところであ
る。日系企業では，意思決定を行う際に，最も発
言力を持っているのは親会社で，また子会社のな
かで，同じクラスでも日本人の発言力が中国人よ
り大きい。権限委譲が足りないと，中国人経営管
理者は自分の能力を十分発揮できなくなると言え
るだろう。

6）経営理念と人材育成法の重要性
日系企業の人材現地化には上述のような問題点

が存在しているが，素晴らしい面もある。例えば，
経営理念や人材育成法である。日系企業は日本の
親会社の経営理念を取り入れており，企業の社会
的責任を非常に重視している。一般的に，日系企
業は自社の存続だけではなく，社会への貢献にも
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力を入れている。また「人間尊重」の経営も中国
で高く評価されている。このような要素は，世界
中のどこの国にでも，美徳となっており，日系企
業が長寿する原因の 1 つだと考える。また，日本
の親会社での中国人従業員の育成も評価できると
ころだと考える。このような人材育成には，巨額
のコストがかかるが，日系企業は真剣に行ってい
る。このような強みは日系企業の人材現地化にプ
ラスになっている。

Ⅳ．日系企業の人材現地化への提言

日系企業の経営理念，真剣さ，チームワーク，
社員教育などは魅力的な部分であり（20），この
ような要素によって日系企業は長寿できると考え
る。また，これらの要素は直接的に，或いは間接
的に日系企業の人材現地化を促進していると考え
る。しかし，前述のように，日系企業の人材現地
化に問題点も少なくない。ここでは，これまで筆
者の日系企業の現地化に対する研究と 2007 年，
2012 年に行った調査（2012 年には日系独資企業
だけでなく，在中韓国系独資企業 29 社も調査し
た）を踏まえて，日系企業の人材現地化のあり方
に提言したい。

1．明確な現地化プランの策定

2007 年ごろから，中国は新しい経済発展モデ
ルに転換しつつあるものの，日系企業の多くは中
国市場の重要性への認識に欠けており，コスト節
約のための経営，特に中国を単に「物づくりの場」
としての経営からまだ完全に転換していないと考
える。日系企業にも戦略転換の傾向が見られるが，
韓国系など他の外資系企業に比べて転換のスピー
ドが遅い。日系企業は，研究開発から生産，販売，
財務，人事など経営活動の各面で親会社の意思に
従っており，現地市場のニーズや変化にすばやく
適応できない。親会社から派遣されてきた日本人
社長，副社長も約 3 年滞在で帰国するがために，
中国の状況を充分に分かるとは言えない。対中投
資戦略の転換と同時に，日系企業は明確且つ長期
的な人材現地化プランを策定することが急務とな

っている。親会社に権限が集中されているため，
このような人材現地化プランは親会社が責任をも
って策定しなければならない。在中子会社の日本
人社長は 3 年滞在後帰国するから，長期的な現地
化プランを策定，実行できない。また社長の交替
によってプランが常に変わると，不安定な状態に
なりやすい。親会社は子会社の人材現地化に関し
て，長期的なプランを策定し，このようなプラン
は社長の交替によって，頻繁に変わってはいけな
い。親会社は，子会社の社長の業績を評価する際
に，現地化への貢献も 1 つの要素として考える必
要がある。

2．本格的な人材現地化への促進

在中日系企業の人材現地化は近年進んでいるも
のの，その進展のスピードが遅く，レベレはまだ
低い。在中日系企業でより本格的に人材現地化を
進めるためには，以下のような措置が必要だと考
える。①親会社はマクロ的な部分で子会社をコン
トロールし，細かい意思決定権は子会社に与え，
子会社が親会社のグローバルな経営戦略の下で自
主的な経営を行うべきである。②中国人経営管理
者に権限を委譲する。中国人を経営管理職として
起用したらポストに相当する権限を与えるべきで
ある。そうでなければ，優秀な中国人管理職を活
用できなくなる。③更に人材現地化比率を高める
必要がある。日系企業の人材現地化比率は欧米系
企業より遥かに低く，数年後は韓国系など他のア
ジア系企業にも遅れる可能性が十分ある。④社長
の現地化はできるだけ進めないほうがよい。いく
ら優秀な中国人でも，日本文化や日本企業の経営
方式を理解するには限界がある。社長は社内で最
も重要なポストで，常に親会社と交流しなければ
ならず，中国人はこのポストに就きにくい。副社
長や部長の現地化は積極的に進めたほうがよいと
考える。つまり，中国人の副社長や部長は，主に
日本人社長と中国人従業員の間で架け橋の役割を
果たすことが重要である。⑤企業の特徴に適切な
人材現地化戦略を立てるべきである。輸出型か内
販型か，大手企業か中小企業か，製造業か非製造
業か，沿岸地域か内陸部かなど様々な要素を考え
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たうえ，自社に適切な明確な人材現地化戦略を立
てる必要がある。⑥企業文化を再構築する必要が
ある。人間尊重の経営，社会的責任の重視，人材
育成の重視など日本企業文化の強みを生かすと同
時に，中国文化の特徴を融合して，新しい企業文
化を構築する必要がある。このような企業文化の
構築は人材現地化の保障でもある。会社の文化や
雰囲気に違和感を感じると，従業員が離職しやす
いからである。

3．人材現地化と他の面の現地化のバランス

現地化には経営戦略の現地化，業務の現地化，
評価システムの現地化，企業文化の現地化など経
営活動の全ての面が含まれる。人材現地化を進め
る際に，これらの各方面の現地化をバランスよく
進めるのが極めて重要である。人材現地化が重要
だと言って，人材現地化のみ進めてはならず，各
方面の現地化のバランスが取れないと，人材現地
化も機能しにくくなる。人事部長の現地化を例と
して，この問題を分析する。ある日系企業で，人
事部長として中国人を起用したが，その部門の業
務は日本の親会社の人事システムをほぼそのまま
取り入れている。中国人部長は人事部門の業務に
曖昧な部分が多いと考え，また，自分の職務内容
や責任がはっきり分からなくなる。更に，人事戦
略も親会社のものを取り入れているため，中国人
部長から見ると，あれは中国の状況に合わない，
理解しにくい戦略である。年末に，上司が彼に対
して評価を行ったが，中国人部長から見ると，そ
の評価基準は曖昧で，個人の成績をうまく反映し
ていない。個人主義，成果主義思想を持っている

中国人から見ると，日系企業の経営管理方式は不
合理的で，理解しにくい。特に，個人の成績とう
まく連動しない日本的な賃金システムや昇進シス
テムで処遇を行う際に，トラブルが起こりやすい。
これらの要素は中国人従業員の離職につながる。
また，企業文化も人材現地化に影響を与える重要
な要素の 1 つで，中日両国の企業文化をうまく融
合して新しい企業文化を構築しないと，人材の採
用や確保が難しくなる。これ以外にも，人材現地
化と関係のある他の要素の現地化が存在すると考
える。現地化は1つの複雑なプロセスであり，様々
な要素のバランスをとることが重要である（図
10）。

Ⅴ．おわりに

本稿では，人材現地化への影響要素を中心に，
在中日系企業の人材現地化の特徴について分析
し，日系企業の人材現地化のあり方について提言
した。中国投資環境の変化に応じて，日系企業は
戦略転換が遅く，現地化，特に人材現地化で欠け
ている。現地化の遅れにより，現在中国で日系企
業は，欧米系，韓国系及び中国地場企業に負け，
中国で日本のブランドの姿がなくなりつつある。
日系企業は素晴らしい経営理念をもっており，真
面目で技術力もある。しかし，保守的で，環境変
化への適応が遅く，長期的且つ明確な人材現地化
戦略も持っていない。また，日系企業は管理職の
現地化の比率が低く，人材現地化と他の面の現地
化のバランスもうまく取れていない。

中日両国の間で，2012 年から領土紛争問題が

図 10　人材現地化と他の面の現地化
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出所：筆者作成。
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起きているが，これは決して日系企業が中国で競
争力を失う根本的な原因ではないと考える。なぜ
かと言えば，2012 年の前から中国で多くの日系
企業が赤字になり始めたからである。領土紛争の
なかでも，中国で現地化に力を入れながら，うま
く進んでいる日系企業がある。日系企業は，現地
化を 1 つの重要な経営手段としてそれに力を入れ
れば，中国で必ず順調に進むと考える。

本稿の作成に当たって，日系企業について調査
したが，まだ限られている部分も少なくない。調
査対象がまだ少なく，日系企業の成功例や失敗例，
他の外資系企業の人材現地化の状況などに関する
調査や研究はまだ不充分である。これを，今後の
研究課題にしたい。
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